
ＡＰＥＣ、ＮＡＦＴＡ、ＥＵ、そしてＧＡＴＴ

－迫り来るブロック経済化の足音

ＡＰＥＣ，ＮＡＦＴＡ，ＥＵａｎｄＧＡＴＴ：Ｔｈｅｔｒｅｎｄｔｏｔｈｅｂｌｏｃｋｅｃｏｎｏｍｙ

岩本勲

Isaolwamoto

１．冷戦後の新たな国際政治の構図が1993年末から1994年初にかけ、そのおおよその輪郭を見

せ始めた。米ソを頂点に両体制間の対立と闘争を機軸とした戦後国際政治の基本的枠組みに代

えて、現代国際政治は、ヨーロッパ・アジア・アメリカの３極を対立軸として展開しようとし

ている。1993年11月、ＥＣがマーストリヒト条約の発効をまってＥＵ（欧州連合）に脱皮し、

さらに翌1994年１月、ＥＵとＥＦＴＡ（欧州自由貿易連合、ただしスイスを除く）６カ国とが

形成するＥＥＡ（欧州経済地域）がスタートした。ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力会議）の

14国・地域非公式首脳会談が初めて1993年１１月に開催された。ＮＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）

が同時期、米下院で批准されて1994年１月に発効した。これらの３地域のＧＤＰ（国内総生産）

の割合を国際比較すると、ＥＥＡ31.6％、Ｈ本(１４．６％）を含む東アジア20％、ＮＡＦＴＡ28.1％

となり（図１）、経済的にはこれらの地域が世界を３分する形となっている。これらの地域の

指導者たちが異口同音に主張するところは、いずれも白山貿易の促進である。だが、その自由

はそれぞれの経済圏の境界までのことにすぎない。現に進行している世界経済の実態は、自由

貿易の名の下にブロック経済化の方向への歩みだといってよい。もとより、これまでのところ、

これらのブロックそのものがまだその形成の途上にある。この過程では、それぞれの内部でへ

ゲモニー確保をめぐっての鋭い対立と矛盾が不可避であり、ブロック形成はまだまだジグザグ

の道を余儀なくされている。いずれにせよ、ブロック経済化の辿り行く先には単なる経済的対

立だけに止どまらず、ブロック間の厳しい政治対立が待ち受けていることもまた多言を要しな

い。 図１欧、米、アジア３極の実力

国内総生産（1991年）

出典：「朝日新聞」，１９９３
カナダ･メキシコ

平成６年５月原稿受理

大阪産業大学教養部
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一方、一見すればこのようなブロック化傾向とはまったく裏腹のごとく、世界自由貿易を旗

印とするＧＡＴＴ（貿易と関税に関する一般協定）のウルグアイ・ラウンドが1993年12月、難

航に難航を重ねた上ではあるが漸く合意に漕ぎ着けた。それにもかかわらず、日米間の鋭い貿

易戦争がいささかも緩和しえなかったことに象徴されるごとく、ＧＡＴＴ合意も、現代世界の

経済的対立を本質的に解決するものではないといえる。

世界の一方の指導国家から滑り落ちたロシアは、経済的にも政治的にもなおいっそう混迷の

深みに陥り、世界のリーダーとしては歴史の表舞台から今暫くは－歩退いたまま、国内問題の

解決に忙殺されている。しがたって以下では、ロシア問題は別稿に譲ることとし、新たに再編

されつつある世界の３極のそれぞれについて、それらが目指すところとその諸矛盾点とを検討

し、今後の世界政治の動向を考察する一助としたい。

２．ＡＰＥＣの最初の首脳会談は、クリントン米大統領のイニシアティブのもとに、シアトル

で開催された。これは、冷戦後のアメリカ外交のアジアシフトを象徴すると同時に、アジア市

場支配をめぐる日米の帝国主義的対立、さらに中国を加えてのアジアの政治的覇権をめぐる諸

国間闘争の新たな段階の幕開けを告げるものであった。

現在、世界で最も活況を呈しているのがアジア経済である。国連アジア太平洋経済社会委員

会（ＥＳＣＡＰ、本部バンコク）の予測によると、アジア極東の発展途上国・地域は94年も前

年比6.8％の安定成長を続ける見通しであり、輸出も１２．９％の伸びが見込まれている（｢日本経

済新聞」１９９４．２．２，表１）。これは、欧米日の先進資本主義国が軒並みマイナス成長かそれ

に近い低成長を続けてきたことと、好対照をなしている（図２）。

表１アジア極東地域の実質ＧＤＰ成長率
図・地域名９３年９４年９５年

香港５．９５．６５．８

樋国４．５６．５６．０

,シンガポール8.1６．３６．７

台酒6.0６．３６．６

＜ＮエＥＳ＞５．５６．３０．２

図２突出するアジアの成長力

1２ (IMF､アジア経済研究所旧べ）

1０
Ａ、ＦＪＡＮＣ

８
６

実
質
成
長
率
（
西

中国 13.210.09.6

インドネシア６.３

マレーシア７．６

つイリピン１．８

夕イ７．７

＜ＡＳＥＡＮ４カ国＞６．３
バングラテrシュ ５．０

イン牌５.２

ネパール２.８

パキスタン３．０

ニスリランカ５６７

＜南アジア＞４．９

＜太平洋島しょ地域＞８．３ｉ

発展途上国・地域全体６．９

４
１
２
０
９
０
６
９
０
９
５
７
８

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

６
８
４
８
６
５
５
４
５
５
５
１
６

７
２
０
２
２
５
０
０
４
０
９
９
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

６
８
５
８
７
５
６
５
５
６
５
２
７

型脈主要7カ国（G7）

４
２ 口一

０

2Ｌ’’’
1985年８７ 8９ ９ 9３

オーストラリア

ニュージーラントを

曰本

当宅辿国会1本

４
６
１
３

●
●
●
●

２
３
０
０

０
４
６
７

●
●
●
●

３
２
１
１

２．３

２．４

３．０

２．９

出典：「乾日新聞｣，1993.11

(注)日本と中国は突質ＧＮＰ成長率。９３
年0ざ実刑u見込み、９４，９５年は見通し

出典：「日本経済新聞｣，１９９４．２．２
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したがって、太平洋をはさむ日米両国が自らの経済活路をアジアの発展の中に見出すに至った

のは、けだし当然であろう。ＮＡＦＴＡの対ＥＣ輸出が1163億ドル、対アジア輸出が1369億ド

ルとなり（1991年)、今や、アジア市場がＮＡＦＴＡの最大市場となっている（図３）。とりわ

けアメリカ企業の対アジア輸出が急増し、欧州向けからのシフトが鮮明となった。たとえば、

自動車輸出は欧州向け20％マイナス、アジア向け17％増（1993年１－６月）、鉄鋼輸出は全体

として７％減にもかかわらず台湾、中国、香港向けは6.4倍（同期）など、アメリカの輸出先

としては日本を含むアジア・太平洋向けが1992年後半から西欧向けを上回り93年１～６月で輸

出増全体の寄与率が44％となった（｢日本経済新聞」1993.9.12,図４）。

図３世界の３大貿易圏の現状（91年現在）

三I::UbuJ3hI
認＝は域外貿易

靹禽十一は域内貿易
凪一苧は幽

人口３７億人
ＧＤＰ６５兆ドル三蝋､

人口3.3億人
GDP5.9兆ドル カナダ

1【1，６３－－－－－－-－－

956

雲菱
ツ

1０５２
･か

1３６９86砂蕊

辰回

ｌｌト
回

中国
103その他

EＣ
302

2１９３

1３６９

886

人口16.7億人
GDP4.8兆ドル

外務省資料より作成

出典：「朝日新聞｣，1993.5.24

図４米国の西欧とアジア・太平洋向け輸出

,jliIiiiHlL
出典：「日本経済新聞｣，1993.9.12.
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一方、日本のアジア地域向け輸出超過額（貿易黒字、輸出額から輸入額を差し引いた額）が

急激に膨らみ、９３年度は前年比28.7％増の535億5200万ドルとなって、初めてアメリカ向けを

上回った（｢日本経済新聞｣、1994.2.23、図５）。1986年当時は、アジア向け輸出超過額（164

億ドル）がアメリカ向けの（514億ドル）の３割程度であったから、今日のアジア市場が日本

経済に占めている重要さは、自ずと明らかである。

図５日本の対アジア・対米貿易黒字

即
印
切
印
０
印
６
５
４
３
２
１
０

％
一

百
■
ド
ル

対アジア
鰯
鴬

：

… 癖
灘
鱗
騨
蝋HIH

86年８７ 8９９０8８ ９ 9２９３

出典：「日本経済新聞｣｣，1994.2.23.

とりわけ、中国市場が日本の貿易相手国として重要な地位を占めるに至っている。日本と中

国との貿易は93年に初めて300億ドルの大台を超え370億ドルに達した｡日本の中国向け輸出が、

93年の日本の対中国直接投資の急増にともなって前年比44.6％増となったためだ。９２年には、

中国は日本にとって第５位の貿易相手国にすぎなかったが、９３年はドイツ、台湾、韓国を抜い

て米国に次ぐ第２位に浮上した（｢日本経済新聞｣、１９９４．３．７）。

もとより、日本の対外直接投資に関してはアジア向けは未だアメリカ、欧州に次ぐ第３位で

あり（表２）、この点では、アメリカ市場がⅡ本にとって死活的重要性をもっていることは論

をまたない。とはいえ、９２年度のⅡ本の対外直接投資は、全体として前年度比マイナス17.9％

（対アメリカ23.3％減、対欧州24.7％減）のなかで、アジア投資だけは中国、インドネシアを

中心に8.2％増となった（｢朝日新聞｣、１９９３．６．４）。

(％）表２日本の地域別直接投資の割合

1985119861198719Ｍ1989199019911951~91年度累計
北米

中南米

アジア

欧州

中近東

アフリカ

大洋州

50.2

7.8

12.3

21.9

０．１

１．０

６．８

4２．２

１２．４

１５．２

１９．５

１．０

１．９

６．１

45.0

21.4

11.7

15.8

０．４

１．４

４．３

4７．５

１３．７

１１．８

１９．４

０．６

１．４

５．７

4７．８

6.4

12.4

25.1

０．０

１．０

７．３

4５．３

8.0

14.3

22.5

０．２

１．８

７．９

4６．８

２６．２

１０．４

１５．５

０．２

１．４

４．４

46.0

14.4

14.6

19.7

０．２

０．８

４．２

出典：東洋経済新報社版「経済統計年表'93」より計算
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アメリカは､ＡＰＥＣをＥＵやＮＡＦＴＡ型の地域機構として発展させ､そこでのヘゲモニー

の獲得を目標としている。だが、アジアの対米警戒心は強く、このような構想がすんなりと実

現する保障はどこにもない。各国は今回の首脳会議では、当面緩やかな共同体を目指すことで

合意し、次のような内容を骨子とする共同声明「経済展望に関する声明」を発表した。①アジ

ア・太平洋地域に緩やかな経済共同体の成立をめざす②新多角的貿易交渉（ウルグアイ・ラウ

ンド）年内妥結に最大限努力③物、サービス、資本の移動障壁の継続的な削減④マクロ経済協

議のためＡＰＥＣ蔵相会議の開催⑤太平洋財界人会議創設と中小企業対策強化⑥ＡＰＥＣ教育

計画を創設、未来世代に投資⑦ＡＰＥＣビジネス・ボランティア計画を創設、人材を育成。こ

の他、いくつかの合意文書が作成され、ＡＰＥＣは新たに図６のような組織としてスタートす

ることとなった。

図６ＡＰＥＣ機構図

（大枠で囲ったものが新設）

非公式首脳会胴

貿易・投資
要員会

経済問Ⅲ
特別会阻１０の作業部会

図７環太平洋の経済協力の仕組み
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ＡＰＥＣは、ＥＵやＮＡＦＡＴＡと異なって未だ地域機構ではないという点に加えて、ＡＳ

ＥＡＮやＮＡＦＴＡなどの複数の地域機構を含む複合的な組織であることを特徴としている

（図７）。それだけに、内部の利害対立も複数である。ＡＳＥＡＮはＡＰＥＣを構成しつつも

ＮＡＦＴＡやＥＵとの対抗上、独自の自由貿易圏づくりを早めている。ＡＳＥＡＮ６ヵ国（人

口３億５千万人）は1992年１月、ＡＦＴＡ（自由貿易地域）結成に合意し（93年発足)、先ず

は関税引き下げに着手した。関税引き下げ目標最終年度（2008年）には、農工業製品すべての

関税を０－５％にするという。さらに現在、この関税引き下げのテンポを早めようとする動き

が強まっている｡ＡＳＥＡＮの独自性をなによりも強調するマレーシアのマハテイール首相は、

｢ＡＰＥＣがブロック経済化すれば、ＡＳＥＡＮがＡＰＥＣに押されて犠牲になる」（｢朝日新

聞｣、1993.11.19）との見解のもとに、今回の首脳会議には出席しなかった。この他、ＡＰＥ

Ｃの強力な組織化に反対したのはインドネシアであり、逆に、オーストラリアや韓国はＡＰＥ

Ｃ強化に賛成した。

ＡＳＥＡＮは最近、共同行動を経済問題に限るとした従来の方針を大きく変更して、相互の

軍事強力の方向にも進み始めている。アメリカ軍のフィリピン撤退とロシア軍のベトナム撤退

によるこの地域での軍事空白、同時に中国の軍事的脅威という要因に基づいて、ＡＳＥＡＮ諸

国はアメリカ、ロシア、中国、日本を巻き込んだ､安全保障協議のための｢ＡＳＥＡＮ地域フォー

ラム」（1993年７月）を新設し、他方ではＡＳＥＡＮ諸国間の軍事的連携を強めている（オー

ストラリア主催でのシンガポール、マレーシア、タイによる初めての海軍合同演習、インドネ

シア、フィリピンはオブザーバー参加、1993年５月実施など)。

ＡＰＥＣの組織強化に反対する大国は、中国である。天安門事件（89年６月）以来中断して

いた米中関係は、シアトルでの４年９カ月ぶりの米中首脳会談で一応は回復した（表３）。米

表３天安門事件以降の米中関係

89年６月天安門事件。プッシュ米大統

領（当時）力放す中武器禁輸、

ｚ区碩交流停止など４項目のfljU

裁措凪発註2゜中国は内政干渉

と反発

１２月スコウクロフト大統領補佐官

（当時）秘密訪中

90年１月北京で戒峨令ｊ辱除

２月米国務省、・世界人桐報告蜜で

中国の人柄無視を非難

９月国連刑懲会で:米中外相会談、両

国の早姻関係正常化で合窟

91年８月中国が核拡散防止条約への刀ロ

題の意思を表示

１１月中国が人梱臼宙発塞。欧米か

らの批判は内政干渉だと反発

92年１月ニューヨークでプッシュ大統

犠【と季、首相ｶﾒｮ会麟

９月対中最恵国待遇の条件付き更

新を厩会が可決したことに対

しプッシュ大姦応破力汀百百梱発

肋

93年５月クリントン大通EfzI、対中旬l厩

国待遇可C人柄問題の改笹を条

件に１年延長を正ヨロ決定。中

国は「条件ｲ寸き」に抗戯表明

７月シンガポールで米中外相会

麟。中国の対パキスタンミサ

イル関迩物変輸出問題で、中
国は規制適反ではないと反発

８月中国船．､銀河号がイランに化
学兵器｣原料を皿激していると

して米国がサウジで臨時検

査｡問題の物寅0瀞つからず
中国が反発

米国がミサイル関迎技術輸出
認ＩｎＵ（１ＶｎｺＯＲ）（こﾐEさ反レフと

として米ｶﾒﾇ寸中経済制裁を発
血

９月米ニューヨークでﾗK中外ｵ目会

醗。１１月に米中震i脳会鹸を実
施すること7己合rm

lO月中国が杉〔実nh.動因

シャタック国務次官初（人梱

担当）助中

エスピー殴務｣型匡;助中

フリーマン匡1防次官弓､､助中、

軍事ﾖZ流再1鋼で合恵

11月劉司且秋外涜次官が訪米。クリ

ストファー国務艮富と会麟

出典：「日本経済新聞｣，1993.11.20.
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表４米国と中国の対立点

中間の対立の原因となっていた、いわゆる「人権問題｣、中国の兵器輸出問題などで（表４）、

本格的な解決がなされたわけではなく、しがたって米中関係回復といっても極めて不安定なも

のではあるが、アメリカは12億人口の中国市場を最早これ以上、無視することができなかった

のである。

米中関係は、ニクソン大統領のドラスティックな対中政策の転換（1971年）以来、何度かの

緊張と対話のサイクルを繰り返してきており、未だ安定したものではない。もしアメリカが限

度を越してアジアに介入した場合、再び米中関係の緊張は避けえられず、アメリカのアジアで

の覇権獲得は、それほど容易なものではありえない。

３．日米関係は、戦後最大の転機にさしかかっている。日米首脳会談は94年２月、日米包括経

済協議をめぐって決裂した。争点はいくつか挙げられるが（表５）、その主なものは日本の対

表５日米包括経済協餓の主なポイント

出典：「日本経済新聞」.,1994.2.12.
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米輸入に関して、アメリカが数Iil1〔｢|標の設定を要求したことに対し、１１本がこれを管理貿易だ

として拒否したことである。これは、｜]米重要経済交渉における戦後最初のＮＯであった。会

談後の日米首脳共同記者会見の席上、細川首相は日本の拒否を以て、「成熟した日米関係、新

しい時代の大人の日米関係」と表明したが、事態はもっと深刻な日米関係を示している。２月

末に行われたＧ７蔵相会議では、アメリカが激しく日本を批判し米欧が一致して、日本の巨額

な経常黒字の削減、内需拡大、市場開放を求めた。日本が求めていた為替安定化の問題は議題

にすら取り上げられなかった。恒例の共同声明は発表されず、日米蔵相は握手も避けたという

冷たい関係を浮かび上がらせた。

さらにクリントン大統領は３月、追い討ちをかけるがごとく包括通商法スーパー301条（不

公正貿易国・行為の特定・制裁）を復活させる大統領命令に署名した。同条項は94,95年の２

年間の時限条項であるが、同条項に該当すると判定された場合は、アメリカ政府は相手国に対

して１００％まで関税を引き上げる制裁措置をとることができる。アメリカは今ただちに制裁を

科するわけではないが（図８）、制裁を武器にロ本の譲歩を引き出すことに主眼をおいている

ことには間違いない。

交渉決裂とその後の日米関係の悪化は、直接的には日米両首脳の政治的力量の弱さから引き

起こされたものである。両首脳とも、それぞれの国内の強行路線を押さえて、日米交渉妥結に

持ち込む政治的能力を欠いていたのである。

しかし､より深くはアメリカ経済の相対的弱体化と日米両国の経済的対立にその原因がある。

アメリカの93年貿易赤字は1157億7700万ドルで前年比37.0％増、８８年の貿易赤字1185億ドル以

来の高水準となった（図９）。そのうち対日貿易赤字は、前年比19.6％増の593億ドルで過去最

高を記録した。それは、アメリカにとって「容認しがたい水準」（カンター米通商代表、「日本

経済新聞｣、1994.2.18）であった。

図９米国の貿易赤字図８スーパー301条の手続きの流れ

6<d<･凸戟も90併し●O斡詩DHOOOP84◆０６十群64.Ｎ●Ｈ１(砿6(ﾍﾟﾍﾞ税･;・沖ｂＮ守りHペ

(U綱蝿臘瀧出）

lIlIIl

il1ll

卯iii驫繍i;蝋
月<89、

28日以内じ

肥及び伯澗忌の又沙開陀

出典：「日本経済新聞｣，1994.2.18.

出典：「日本経済新聞｣，1994.3.4.
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一方、日本政府は、スーパー301条を復活させたほどのアメリカの苛立ちにもかかわらず、

表面上は冷静を装っている。その基本的原因のひとつが、冷戦の終焉によって日本の対米政治

的求心力が、著しく低下したことにあることはいうまでもない。加えて、上述のように、日本

の輸出構造が変化し、対アジア比重が対米比重を上回ったことを指摘しうる。日本がアジア市

場の取り込みに成功するかぎり、日本の対米依存度は相対的に低下し､その分だけ日本のフリー

ハンドの度合いが高まるのである。

日米の経済対立は、早々と日米の安全保障政策における対立への発展を予測させる至ってい

る。TheComingWarwithJapanが1991年、アメリカで発行されたとき、それは未だ突拍子も

ない際物本と片付けることもできた』だが最近､ペリー米国防副長官(当時)が議会証言で(1994

年２月２日)、公式に日本の核武装の可能性に言及するに及んで事態は変化しつつある。日本

の核武装問題については、1992年暮れのフランスからのプルトニュームの大量輸送問題に端を

発し、日本が1993年サミットにおいてＮＰＴ（核拡散防止条約）の無期限延長に同意しなかっ

たことから、諸国に日本の核武装への強い疑念が生じ始め、米国防省委託研究報告は、日本の

核物質の再処理・増殖炉計画との関連で日本核武装警戒論を表明した（1993年11月)。さらに、

朝鮮民主主義人民共和国の核武装疑念への反動と日本のＨ２ロケットの打ち上げ成功によって

日本核武装への警戒心が高まっている。現在、クリントン政権としては公式に日本核武装への

疑念を表明しているわけではない）が、日本の非核政策は「一時的なもの」（｢日本経済新聞｣、

１９９４．２．２）と述べているナン上院軍事委員長の見解が、米政府の本音ではあるまいか。

細川首相がジョージタウン大学演説（1994年２月11日)で、「核武装は日本の国益に反するも

の」として日本核武装警戒論に反論しても、まったく説得力の乏しいものであった。日本のプ

ルトニューム備蓄量（2010年までに８５トンの見通し)、優れたロケット制御能力と核技術など

核武装への物的条件が揃っている上に、歴代政府は防衛用核兵器は合憲であるとの見解を維持

し、非核３原則の法制化にあくまで反対してきたからである。

目下のところ、日米関係は経済面での「冷たい平和」（Ｊ，ガーテン米商務次官）の恐れに

止どまっている。だが将来、日本政府がアメリカの「核の傘」を不必要と判断したとき、日米

両国が、中国市場を含むアジア・太平洋市場をめぐる歴史的対決に起因する政治的対決の道に

再び入り込まない保障はなにひとつとしてないのである。

４．ＮＡＦＴＡとは何か。そのまず第１の答えは、ＮＡＦＴＡ発効の第１日目に、メキシコ先

住民「サパテイスタ民族解放軍」の反政府武装蜂起が与えた。解放軍が掲げたスローガンは「Ｎ

ＡＦＴＡ粉砕、先住民と農民の権利確立」であった。これほど、ＮＡＦＴＡの最も本質的矛盾

を突いた事件はない。ＮＡＦＴＡによって、安いアメリカ産農産物がどっと押し寄せ、メキシ

コの農業は壊滅的打撃をうけるからだ。メキシコでは「今後１０年間で、350万家族、1500万の

農民が農業をあきらめ、都市や米国に職を求めて移動する」（ホセ・ルイス・カルバ・メキシ

コ国立自治大学研究員、「毎｢|新聞｣、１９９４．１．４)。このうちでも特に貧しい農民の代表こそ、

｢サパティスタ民族解放軍」である、

一方、アメリカではＮＡＦＴＡの賛否をめぐって国論は二分された。賛成には「エリートが
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初めて団結した。・・・共和党も民主党いたし、経済界、元大統領、大マスコミの論説担当、

銀行家、名のある政治家が名前を連ねた｣。他方、「反対には『大衆』が集まった。労組、消費

者団体、多くの環境保護グループ、黒人組織、そしてこうした組織に選挙で直接結び付く議員

たちだ」（ホルヘス・カスタニェーダ・メキシコ政治学者、「朝日新聞｣、1993.11.25)。

以上の諸事実のなかに、ＮＡＦＴＡの本質が如実に示されているといえよう。北米自由貿易

協定の自由とは、アメリカ企業がメキシコ企業を併呑する自由である。アメリカと比べて８分

の１の賃金のメキシコへの投資の急増は目に見えている（図１０)。現在のアメリカの対メキシ

コ輸出超過（図３）も拡大の一途をとるのではあるまいか。逆に、アメリカ資本のメキシコへ

の移動と産業空洞化によって、アメリカ内での雇用は50万人減とも計算されている。公害規制

の甘いメキシコへの公害企業の集中も予想される。

図１０米国の対メキシコ貿易と投資
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出典：「日本経済新聞｣，1994.1.23.

域内の「自由」が北の南への搾取の自由であるとすれば、域外に対しては、域内の自由を守

るための、またメキシコ農業にたいしてはアメリカ農業のための保護貿易の強化である。クリ

ントン大統領はＮＡＦＴＡ法案を議会で承認させるために多数の議員に個別的な保護政策適用

を約束したという。「保護主義的とみなす動きを押さえ込むために保護主義的な措置を使うと

は、何とも皮肉な話である」（｢日本経済新聞｣、1993.11.19)。かくして、ＮＡＦＴＡがブロッ

ク経済への着実な第１歩を踏み出したことはまちがいない。

５．マーストリヒト条約が1993年11月、１０か月遅れで漸く発効し、ＥＣ（ヨーロッパ共同体）

はＥＵ（ヨーロッパ連合）に脱皮した（表６）。つづいて欧州通貨機関（ＥＭＩ）が94年１月

に発足し、欧州統合はその第２段階を迎えた。計画では、早くて1997年、遅くとも1999年に通

貨統一をなしとげ、第３段階に入る予定である。もし、これが実現すれば、単一通貨市場とい

う意味では、世界最大の統一市場が生まれることになる。
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表６マーストリヒト条約発効までの歩み

91年12月欧1N､I共I司体（ＥＣ）首脳会臓7ロ

マーストリヒ卜条iYbj（欧州巡了会

条約）に合愈
92年２月ＥＣ１２カ国が条約胴印、批准手

統さ側始
６月デンマーク、国民投頤で批准否

決

アイルラン1寺国民役J8gでl比准決
定

７月ルクセンブルク、ギリシャがｕｉＺ

会で批准

９月欧1N､１通蝋危楓が苑生。英ボンl-r

と伊リラが総替相鯛メカニズム
（ＥＲＭ）離脱、欧什l通貨伽慶

（ＥＭＳ）再鯛悠（スペインペ

セタ切り下げ）

フランス、国民投醗で小変2で批
准

１０月イタリア、餓会で条約批准

１１月ベルギー、スペインが餓会で批
准

１２月オランダ、腰イツ、７照ルトガル・
力珊B会で批准

93年1月ＥＣ市場統合カヌスタート

５月ＥＭＳ再醐躯(スペインペセタ、
ポルトガルエスクード切り￣Ｆ

ＩＩプ）

デンマーク、２１I１２回の国民投班

で批樅を示腿

８月ＥＲＭ変mlj0liIを_L-F15％にluK二大
英刷、INR企で条約杜Ｍｌｉ

ｌ()川ドイツ懸法奴が条】YﾘiO7恋判断
１１》」マーストリヒト条約が発効

出典：「日本経済新聞｣，1993.11.2.

だが、今では単一通貨が1997年までに実現されるとは誰も考えていない。ＥＭＩの本部のド

イツ設置はすでに決定されたが未だ機能していないのである。それのみならず、1999年の段階

でも通貨統合の可能性はほぼないと見られる。単一通貨実現の根本的な経済的前提条件となる

各国経済の収束性（convergence）の実現という点を－つとっても、その見通しすらが容易に

はつかないからである。この収束性を計る基準は、消費者物価（最も物価上昇度の低い３ヵ国

平均プラス１．５ポイント以内)、財政赤字の対ＧＤＰ比（３％以内)、公共部門負債のＧＤＰ比

（60％以内)、長期金利（最も長期金利が低い３カ国平均プラス２ポイント以内)、通貨安定度

（基準相場から上下2.25％以内）等であるが、1993年11月現在でこの基準をクリアーしている

国は一国も存在しない（表７)。とりわけ、通貨統合の前段階をなすはずの欧州為替相場安定

制度（ＥＲＭ）は、1992年９月以来の何度力､の欧州通貨危機を経て1993年には、許容変動幅を

上下15％に拡大することによって、ついに事実上の破綻を余儀なくされている（表６）。

ＥＵ各国にも、通貨統合についてのスタンスの差が明瞭となっている。フランスは統一通貨

ＥＣＵの実現によって、これまでのドイツ・マルク優位を封じようと考え、一方、ドイツ国民

は欧州最強通貨を誇るマルクがＥＣＵにとってかわれることに不安を感じており、当初から通

貨統合に反対してきたイギリスは再びＥＣＵと国民通貨の並行制度を主張している。また、原

理的にいえば、金利政策において通貨安定と輸出競争力の確保との間で矛盾が存在し、いずれ
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表７欧州通貨同盟の参加基準（◎は基準達成）

弩ZＹＧＤ

ヘルギー○２８６６１４００○７１０×

○６３８ナンマーク○１２３８６５７×

○5６７○５９７フっ－ス○２３５７×

トイノ４０４１○4６６○５８５○

キ」ソャ １２８１０４９０９ＥＲＭ未参加

アイルフント○１３３９９５１○６７２×

イタ」ア４４９５１１４５９１９ＥＲＭ離脱中

ルクセンブルク３７○０４○６８○７９

オっ=ダ○１８３６７９７○５７９○

６６７９００ｆルトガル５９４６×

スヘイン ４３５４○5５７８４４×

英国○１８８３○4７８○６９２ＥＲＭ離脱中

(注１）消費者物価上昇率(年％)は93年９月までの１年間の平均の前年同佃
比。イタリアは推定。アイルランドは93年８月まで

(注２）財政赤字の対国内総生産(ＧＤＰ)比は経済協力開発機欄(ＯＥＣＤ）
９３年６月統計

(注３）公共部門負償の対ＧＤＰ比(％)はＯＥＣＤ93年６月統計。ポルトカ,
ルは92年

(注４）長期金利(年％)は10年国債の金利。ポルトガルは５年国倣。ギリシ
ャは長上期国債がない

(注５）通貨安定性は欧州為替相褐安定制度（ＥＲＭ)の従来の許容変動幅
（基準から上下2;25％幅)を過去２年間で超えたり､切り下げた国は
×

(注６）.ルクセンブルクの金融政策はベルギーと一元イヒしている

出典：「朝日新聞｣，1993.11.2.

を優先きせるかで各国に根本的利害対立が生じることにもなる。現に、９２年９月にＥＲＭを離

脱し通貨引き下げを行ったイギリスとイタリアには輸出競争力の回復が見られ、両国は未だに

ＥＲＭに復帰していない。

さらに、マーストリヒト条約批准をいったんは否決したデンマークの再批准の条件は、デン

マークに通貨統合と統一安全保障政策とへの参加の留保を承認することであり、イギリスは通

貨統合の参加に関してはその直前に改めて議会の承認を必要とすることになっている。

各国経済の収束性を実現する基本条件のひとつは、各国の社会政策の統一であるが、イギリ

スのみはマーストリヒト条約自体によって、統一社会政策への参加を免除されている。この結

果、資本のＥＣ域内自由化が実現された93年１月からは、アメリカ系資本が安い賃金を求めて、
イギリスへ移動する事態も生じている。

ＥＵの特徴は、単に経済統合を果たすだけではなく、共通の安全保障政策を実現しようとし

ていることにある。すでに欧州混合軍（フランス、ドイツ、ベルギー４万７千人）を発足させ、

西欧同盟緊急反応軍（25万人規模）の創設も決定している。ＮＡＴＯの軍事機構から離脱して

いたフランスも、ＮＡＴＯが平和維持問題を討議する際はこれに正式メンバーとして参加し、

欧州混合軍が戦時にはＮＡＴＯの指揮下に入ることにも同意している。このように一見すれば、

欧州の安全保障政策は統一に向かっているように見えるが､しかし､必ずしもこの過程がスムー

ズに展開しているわけではない。たとえば、ドイツが93年12月、マケドニアを承認し外交関係

6８

濡猿鑿 辮舂 露鞍 長期金利 通歯安定'住

ベルギー ◎2.8 6.6 140.0 ◎7.10 ×

デンマーク ◎1.2 3.8 65.7 ◎6.38 ×

フランス ◎2.3 ５．７ ◎56.7 ◎5.97 ×

脾イツ 4.0 4.1 ◎46.6 ◎5.85 ◎

ギリシャ 1２．８ 10.4 90.9 ＥＲＭ未参加

アイルラン隙 ◎1.3 3.9 95.1 ◎6.72 ×

イタリア ４．４ 9６５ １１４．５ 9.19 ＥＲＭ離脱中

ルクセンブルク 3.7 ◎0.4 ◎6.8 ◎7.9

オランダ ◎1.8 3.6 79.7 ◎5.79 ◎

ポルトガル 5.9 4.6 66.7 9．００ ×

スペイン 4.3 ５．４ ◎55.7 8.44 ×

英国 ◎1.8 8.3 ◎47.8 ◎6.92 ＥＲＭ離脱中



を正式に結んだことに端を発し、これと共同歩調をとるフランス、イギリス、イタリア、オラ

ンダ､デンマーク諸国とこれに絶対に反対するギリシャとの間で対立が深まっている。ギリシャ

は94年２月、対マケドニア経済封鎖を実施するに至った。ドイツではＳＰＤが、ドイツ軍の同

盟国域外派遣をＰＫ○に限定し政府と与党ＣＤＵとに対立している。加えて、共に中立政策を

とりＮＡＴＯへは非加盟の３カ国（オーストリア、スウェーデン、フィンランド）が新しくＥ

Ｕ参加に合意したが（94年３月)、この場合、ＥＵの統一した安全保障政策の実現の可能性も

危ういのではあるまいか。

一方、欧州統合推進論者の主張するバラ色のＥＵ未来とは裏腹に、ＥＵ国民は欧州統合のつ

けを支払わされている。各国は、経済の収束性の実現にむけて財政赤字の対ＧＤＰ比３％以内

を強制されるため、軒並み緊縮財政政策をとり、そのまず最初の雛寄せが社会保障費の切り縮

めとして現れているからである。失業問題解決の約束とは逆に、欧州鉄鋼業の合理化のため鉄

鋼労働者の５万人削減計両が実行に移されている。欧州の鉄道の民営化計画が策定され、ここ

でも５万人削減の見通しである。ＥＵ内の弱小産業は切り捨ての運命にある。その最も典型的

な例が、国際競争力を失ったフランス漁民の場合である。国際競争力の弱い、フランスやドイ

ツの中小農民の場合も同様である。

このような各国政府の政策を反対して、イタリア、ベルギー、スペイン、ドイツ、フランス

での労働者の大規模なストライキや農民、漁民の激しい街頭行動が行われ、ヨーロッパ鉄道労

働者統一行動も実施された。

したがって、もともと僅差の国民投票でマーストリヒト条約を批准したフランス国民の間で

は、同条約批准後１年の世論調査によるとむしろＮＯＮ派が多数を占めるという現象が生じて

いる（表８）。新規加盟予定の４カ国の国民世論でも、スウェーデン、ノルウェーは反対派が

今のところ多数派である（図１１)。

表８今日マーストリヒト条約批准国民投票が行われた場合、賛成・反対のいずれですか

（％）

全体９２年結果賛成投票者 反対投票者

５

９０

５

１００

成
対
鴎

三
一
口

賛
反
無

く
ロ

5１．０４

４８．９５

7３

１５

１２

１００１００１００

出典：LeHonde,1993.9.21．

図１１ＥＵ加盟をめぐる世脆
（単位％､遍近の各租世頂田五による）

宜成反対未定

スウェーデン

フィンランド

オーストリア

ノルウェー

出典：「朝Ｈ新聞｣，１９９４．３．１１．

－６９－
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ＥＵの経済情勢もはかばかしくない。イギリス、デンマークを除いて、９３年経済成長率は軒

並みマイナスを記録している（図12)。当然、失業率も依然として増加傾向にあり（図13)、フ

ランスは12％に達し、これまで世界経済の牽引車であった筈のドイツでも94年１月、失業者数

が400万人の大台にのり、旧西独で失業率8.8％、旧東独で同１７．０％となった。しかも、もし潜

在失業者も計算に入れると、その数は600万人に達し、失業率は15％にものぼることになる。

経済の低迷と失業者の増大によって、ＥＵのホームレスが93年に(よ少なめに見積もって250

万人、多めに見積もると500万人に膨れ上がる可能性さえある。貧困層（各国国民の平均年収

の半分以下の層）は、ＥＵ12カ国３億４千６百万人のうち５千万人を数える（欧米ホームレス

対策協議会ＦＥＡＮＴＳＡ、９３年９月発表)。

図１２欧州主要国の93年成長率と失業率

ベルギー▼1.6(9.5）

オランダ▼0.3(８２）

{１赫三
剛蕊賓
蠅０～▼1％

!〃▼1％以下

英国１．９（
ドイツ

▼１．６(6.8）

イタリア

▼０３（１１０）

ギリシャ
▼０２(7.8）

フランス▼ＯＳ

ポルトガル

▼０５(５２）

０８

〒リンヤ

▼０２(7.8）
スペイン

▼０９(21.2） 鬘鬘
(注〉数字はGDP伸び率､カッコ内は失業率、

▼はマイナス､単位％・欧州委員会鯛ぺ゜

'ツコ内は失業率、

。欧州委員会鯛ぺ゜

出典：「朝日新聞｣，1994.2.21.

図１３下がらない欧州の失業率

毒
1０

％

`畳屋二３７三弓三二弓ﾃﾆ蒜=墨
(注)OECD世界経済柵より｡94,95年は予想

出典：「日本経済新聞｣，１９９４．２．２１．
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このような国民生活の困窮に基づく不満や怒りは、政治的には、欧州各国での極右勢力の急

速な台頭として現象している（表９）。とりわけ、ナチズムの故郷であるドイツでは、極右勢

が選挙で勢力拡大を計っているのと同時に、外国人労働者やユダヤ人に対する直接的な暴力

表９選挙におけるヨーロッパ極右の得票率

国名
一

ドイツ

選挙の種類 実施日時ｌ政党名 指導者・候補者名

FranzSchijnlIube「

得票率

７８(%）

1０．９

ヘッセン州議会

バーデン・ビュル

テンベルグ州議会

シユレースビッヒ・

ホルスタイン州議会

ハンブルグ州議会

共和党

共和党

1993.3

1992.5

共和党1992.5 Ge｢hａｒｄＩＴｅｙ 6.3

共和党十

ＤＶＵ（ド

イツ人民同

盟）

共和党

1993.9

7.6

ベルリン市議会’1992.5 ８
￣

0.4イギリス 国会選挙 1992.9 イギリス

国民党

イギリス

国民党

国民戦線

タワー・ハムレット

市議会

1９９３．９ ､e｢ecBeackon 3３．９

鵬一鵬 器豈|豐豐
JealI-HarieLePenフランス

スイス

オースト

リア

1２．４２

３．５

１:ｉ
2２６

３１

自由党

自由党

自由党

国会

大統領

ウィーン市議会

1990

1992

1991.11
■ｄ

Ｊｏｒ９１１ａｉｄｅｒ

イタリア

社会運動

イタリア

社会運動

Gianrranco「iｎｉイタリア ローマ市長 1993.12

ナポリ市長 AlessandraHusso-

lini

3０

ベルギー 国会 Vlaamsブ

ロック

国民戦線

6.61９９１．１１

<ブリュッセル） 4.2GeomesHataOne

÷二二zil:：
国会 民主党 ７1９９１．９

１９９３．１０ Aｎｔ０ｎｉｓＳａｍａｒａｓ春党 4．９

出典：lenouvelObservateur,1993.12.30-1994.1.5.
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的襲撃を繰り返し執批に行っていることが特徴的である。９２年はとくに襲撃事件が頻発し、年

間約2000件、死者17名に達した。この点では、ヒトラーの政権掌握の前夜のごとき様相を呈し

ている。もちろん、ヒトラーが政権を手にした根拠には、’五11打における失業と貧困の増大とい

う事実に加えて、ボルシェビキの脅威から資本主義体制を守るという予防反革命的な政治任務

があった。だが、ソ連社会主義が崩壊し、各国の共産党が極度に弱体化している現在、たとえ

諸国の極右勢力があいも変わらず「アカ」の脅威をセンセイショナルに叫び立てていたとはい

え、もはやファシズムはかつて程の切迫感をもってその予防反革命意義をアピールすることは

できない。したがって、現在を1930年代にアナロジーして、ただちにファシズム権力が出現す

るといえば、ネオ・ファシズムの過大評価に陥るであろう。しかし同時に、イタリアではネオ・

ファシスト勢力を有力な構成員とする極右勢力が1994年議会選挙で勝利したことをまた過小評

価すべきではない。ムツソリーニのファシスト党が権力を奪取したのは1922年、これを前駆と

してヒットラーのナチス党が権力の座に就いたのが1933年であった。この歴史的事実を想起す

るとともに、現在、フランスとドイツの保守党政府が厳しい移民労働者政策をとっている事実

は、これらの保守党政権の手を通じてファシストまがいの政策が部分的にしる実現されてつつ

あることを示しており、この現実を正面から注視しておかなければならない。

ＥＥＣが1958年に発足して以来36年、ＥＵに発展した今Ⅱ（表１０)、欧州統合がもはや後戻

りできない時点にたっていることはいうまでもない。だが、それが通貨統合の水準にまで進展

するか否かはまた別問題である。ＥＵには異質なグループがli1居し、ＥＵ内部の南北問題の解

決は避けて通れない（表11)。さらに、比較的富裕な北欧３カ国とオーストリア（表12）が加

盟した場合、南北問題はより深刻になるのではあるまいか。一方、経済の収束性の問題からみ

れば、これらの新規加盟４カ国が富裕とはいえ、財政赤字の対ＧＤＰ比の基準をクリアしてい

るのはオーストリアだけであり、消費者物価上昇率の基準をクリアしているのはノルウェーだ

けである（表13)。このほか、東欧を含めて数カ国がＥＵ加盟を希望しているので、今後も常

に経済の収束`性の問題は問われ続けるであろう。

ＥＵの外縁の拡大は、同時に政治的な重大な内部矛盾の拡大を孕んでいる。ＥＵはＥＣ時代

と異なって、政策決定機関である閣僚理事会（図14）の決定は全員一致ではなく特殊な加重多

数決制度によってなされる。まず各国は人口基準にしたがって、１０票国（フランス、ドイツ、

イタリア、イギリス)、８票国（スペイン)、５票国（ポルトガル、ギリシヤ、ベルギー、オラ

ンダ)、３票国（デンマーク、アイルランド)、２票国（ルクセンブルグ）に分かれ、決定は．総

票数76のうち54票を必要とする。逆に言えば23票で決定を阻止できる小数意見尊重の制度と

なっている。これが、新規に４カ国が加盟した場合（スウェーデン、オーストリア各４票、ノ

ルウェー、フィンランド各３票、小計14票)、総票数が90となり、少数阻止票数が27に増えて

少数意見の影響力が相対的に低下する。これに強く反対しているのが、独仏枢軸に抵抗するイ

ギリスであり、ＥＵの北の大国と金持国の支配に反発するＥＵ後進国のリーダー格のスペイン

である。この問題は、今後のＥＵのへゲモニー獲得をめぐる本質的な対立を含んでいるだけに、

深刻な様相を呈してきている。

また、加盟予定４カ国はドイツ経済の影響が強く、それだけに４カ国加盟の場合は、ドイツ
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表１０年表ＥＣ統合の歩み
JMli

【】逼

二・グヘリ

〕■

Ｊｈ６土

]五三ＩＯｊ目

〕頂

JＩＭ

万採朴モスｎＢｕU１０Ｂ

ｍｌ客

。へＣ

コッバ自油留場

ゴ．.〃ノヤ1Mｍ

９０年イモ中に緊丘

出典：隅武彦『ヨーロッパ統合』
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第１期

(1950年代初め～

60年代初め）

－経済統合への

｢離陸」

1950年５月

1951年４月

1958年１月

1962年１月

シューマン・プラン（仏による石炭鉄jＷ

の共同管理構想）

ECSC（ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体）発

足（パリ条約）

EECijll殻（ヨーロッパ経il:i共同体）およ
ぴユー フ ﾄム（ヨーロッパ原子力共同

体）（ローマ条約）

共通農業政策（ＣＡＰ）の原１１Ⅱ確立

第２期

(1960年代初め～

60年代終り）

－政治統合の前進

と挫折

1963年１月

同７月

1964年７月

1965年７月

-66年１月

1966年１月

1967年７月

1968年７月

イギリス加盟申調拒否

第一次ヤウンデtKI定締結

ヨーロタパ農業指導保証基金（EAGGF）
iill股

マラソン政治危機

｢ルクセンプルブの合意」

融合条約（単一理事会、単一委員会の股

立条約）発効

共j、関税達成

第３期

(1970年代初め～

1980年代初め）

－政治統合の停滞

と再活性化

1970年10月

1973年１月

1974年12月

1975年２月

同1２月

1978年

1979年６月

同10月

｢経済j､賃連合構想」（「ウェルナー・プ

ラン」)－挫折

第一次拡大ＥＣ発足。デンマーク、アイ

ルランド、ノルウェー、イギリスのＥＣ

加盟認められる（＊ノルウェー、国民役

票で加盟否決）

第一回ヨーロッパ理ＩＩＪ会開ｌｌｌｉ

第一次ロメ協定締結

ヨーロッパ識会の直接普通選挙$１１採択

(第一回選挙79年に実施）

ヨーロッパj､貨lill度（EMS）導入で合意

第一回ヨーロッパ識会直接選挙

第二次ロメ協定締結

第４期

(1980年代初め－

80年代終り）

一政治統合の発展

1981年1月

同1月

1983年１月

ギリシアのＥＣ加盟（第二次拡大ＥＣ）

ゲンシャーーコロンボ提案（｢ヨーロッパ

縦走沓草案｣）

共j､漁業政簸採択

(｢内部化｣と「外

部化」の辿股）

1985年６月

1986年1月

同２月

1989年

｢域内市場白u}」発表

スペイン 、

次拡大ＥＣ）

ポルトガルのＥＣｊｌｌＨＵ（第三

｢111一ヨーロッパ瓢定幽」綱印

ＥＣ養圓会による「j､貨経i月迎合政策」

提案

第５期

(1990年代初め～

現在）

－「ヨーロッパ統

合」への前進

1990年８月

同10月

l可10月

1991年１月

同１月

同10月

同１１月

同１２月

対イラク全面禁輸

ドイツ統一により、東ドイツ（|日）領jqR

のＥＣ合併

エジプト、ヨルダン、トルコ経済援助

｢概岸紗争声明」
中東周辺国への５低ＥＣＵ財政支援

EFTA（ﾖｰﾛｯﾊﾟ自由貿易連合)､EC

とヨーロッパ経済地域（ＥＥＡ）を結成

ＥＣ、ポーランド、ハンガリー、チェコス

ロバキアと迎合協定調印

マストリヒト首脳会殿（ヨーロッパ理事

会）で経済i､貨統合（l1i-jm貨導入）と

共jmの外交、安全保障政策の政治統合を

90年代中に発足きせることに合意



表１１ＥＣ内の援助国（1992年見通し）

受取額

７．９

４．９

９．８

８．７

３．３

４．６

８．２

３．３

２．７

３．８

０．８

１，５

国別

ドイッ

イギリス

フランス

イタリア

オランダ

ギリシヤ

スペィン

アイルランド

ポルトガル

ペノレギ_

ルクセンブルグ

デンマーク

分担額

１７．９

７．８

１１．８

９．６

３．６

０８

５．３

０．５

０．９

２．５

０．１

１．２

援助額

－１０

－２．９

－２

－０．９

－０．３

＋３．８

＋２．９

＋２．８

＋１．８．

＋１．３

＋０．７

＋０．３

出典；LeNouvelObservateur,1992.5.28-6.3．

(注）単位は10億エキユ（１エキユー７フラン，約

175円）

表１２ＥＵと加盟希望国の－人当たりの国民総生産(ＧＮＰ）

（
盟
年
、
単
位
百
Ｊ
、
太
字
は
加
旧
希
望
国
Ⅱ
世
尻
鮪
緯
碆
胴
ぺ
）

ルクセンブルク
スウヱ岩デン
デンマーク

ノルウェー

ドイツ
フィンランド

フランス

オーストリア

ベルギー

オランタ

イクリア

英国

スペイン

アイルランＦ

ポルトガル
ギリシャ

３
８
９
８
０
０
３
１
９
６
５
８
０
８
５
２

弱
沁
あ
あ
羽
四
卯
迦
加
加
印
Ⅳ
Ｍ
ｎ
７
７

￣￣

出典：「朝日新聞｣， 1９９４．３．１１

表１３ＥＵ新規加盟申諸国の経済状態(1993年） （％）

消費者物価

上昇率

財政赤字の

対ＧＤＰ比

１３

１０

２．３

３．２

スウェーデン

フィンランド

オーストリア

ノルウェー

７
５
６
８

●
●
●
●

４
３
３
２

８．７

１９．１

４．６

５．６

出典：LeMonde,1994.3.3.
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図１４ＥＵの提案・決定の過定

欧州i1jilIiilHl1Ii会

脂示

↓
決定 共同決定決定段階

邪雨

欧州識会 諮問段階

意見提案 提案

[塵
ブリュッセル委員会 提案段階

出典：ｌａ「RANC［ａｕｃｏｅｕｒｄｅ「[UROP［

の発言力が現在よりさらに拡大することとなる。さらにドイツは事実上マルク圏を構成してい

る東欧諸国の加盟を促進し、自らのエゲモニーの拡大を計ろうとしている。それでなくとも、

ＥＵの金融政策の司令部たるＥＭＩの本部がフランクフルトに置かれたことに象徴されるよう

に、ドイツの経済的金融的影響力のＥＵ内部でのなおいっそうの拡大は目に見えており、ＥＵ

内部での軋礫の増大は避けがたいものとなろう。

ＥＵは「拡大」と「深化」のいずれにせよ、矛盾の増大に迫られることになる。前者の場合

は、ＥＵ各国経済はますます拡散（divergence）に向かい、あらゆる政策決定をめぐって、と

りわけ安全保障政策の面.でも対立が拡大する可能性がある。後者の場合は、ＥＵ内部の通貨統

合を急ぐ先進経済諸国と後進諸国との乖離、大国と小国との対立が明瞭となる。ＥＵの前途は

なお険しい。

６．１１７国・地域が参加したガット・ウルグアイ・ラウンドが93年12月、最終期日ぎりぎりの

ところで漸く決着がつけられた。難航を重ねた７年越しの交渉であった（表14)。1995年から

効力を発揮する。その合意内容は多岐にわたるが、農業分野の自由化が初めて取り上げられた

ことや、ＧＡＴＴが世界貿易機構（ＷＴＯ、図15）に変わることがその特徴の一つである（表

15)。日本は、初めて米の最低輸入量を認めたほか、鉱工業製品12品目の関税撤廃を認め、医

薬品など９品目についてはアメリカやＥＵと相互関税撤廃とし、化学機械など３品目について

は日本が単独で関税を撤廃することとした（表16)。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の予測に

7５



よれば、新ラウンドが失敗した場合に比べて、その成功によって１１上界貿易が拡大し、世界のＧ

ＤＰは2700億ドル増加し（2002年)、日本は約420億ドルの恩恵を受け、ＧＤＰを1.8％おしあ

げるという（表17)。

表１４ウルグアイ・アウンドの経過

８６年９月ウルグアイのプンタデルエステで
交渉始まる。交渉〕BHI胆は90年末ま
での４年１１M］

８８年12月モントリオールで中１１m見直し会
合。１５交渉分野のうち11分町を凍

結。ERt業、知的所有桐など４分野
について合意持ち越す

９０年７月ヒューストン・サミットマロ新ラ､ウ
ンドの年内合窓を表明。股業をめ
ぐる米・ＥＣの対立表面化

１２月ブリュッセルで閣僚会繊。米・Ｅ
Ｃの凪&業交渉決裂。交渉延長

９１年７月ロンドン・サミットで年内合愈を
註&明

１２月ドンケル靴｢務局長（当時）カメ包括

bdU定案を提示。：コメを含む例外な
き|刈税化をllH1b込む

92年３月日本など国別変を拠出、コメなど
は空欄に

５月ＥＣが共通股業政策の改箪で合恵

７月ミュンヘン・サミットで３たび年
内合意を表明

９月ドンケル研務同｣受が来日。日本に

例外なき関税化の受け入れを狸求

１１月米・ＥＣＨ､上薬交渉が基本合愈（ブ
レアハウス合恵）

93年,６月米国繊会が一括瓢ﾄﾞ綴条項（ファス
ト・トラック）を延長。実質交渉

期限は93年12月１５曰となる

７月四極i閣恢金紙で市鰯アクセス分里子

の大梢b合意。東京サミットで４回

目の年内合愈をうたう
８月サザーラン膜事務局長が年内決蓄

を呼びf卦け、多国間交渉が本格化

１０月サザーランド事務)局長カメ来曰、日

本にコメ関税化を迫る

12月６曰米・ＥＣが股業で合意
８曰ドゥニー市燭アクセス識長が６年

間のコメI剰税化猶予を盛り込んだ
殴巣鯛魁案の`l牙子を塾2明

１４日曰本がコメの部分開放受け入れを
表明。サザーランド事務局長が最
終協定案を提示

１５曰頁易交i2DA委園会で協定案を採択、
交渉決茜へ

出典：「日本経済新聞｣，1993.12.15.
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表１５ウルグアイ・アウンド最終合意の主な内容

Ｖカット帝5足

▽パネルｇＨ
▽パネル籾g折

Lハ千ｍ,E乏三さ9超ＯＤＣ

国~でと】笹成すれﾙﾋﾞ６０曰以内に籾

Ｈ１典：「読売新聞｣，］993.12.16.

7７

多角的

貿易機樹

(ＭＴＯ）

▽ガットを吸収した国際貿易機関として95年に■U股
▽閣僚会臓を少なくとも２年に１回開値。総会は必要に応
じて開偶。商品、サービス、知的財産楢理事会などを■＜
▽閣僚会醐、総会の採決は投票の過半数

農業

▽農産品輸入の障壁は関税に■き換えろ「関税化」が原目|ｊ
▽1986年９月１曰の関税をもとに、１９９５年-2000年の６年
間で関税を平均36％、最低でも１５％減らす
▽輸入実績がない農産物にはミニマム・アクセス（最低輸
入■）を股ける。1995年のミニマム・アクセスは国内消費
■の３％、2000年までに５％に拡大
▽曰本のコメについては６年間関税化を猶予し、ミニマム
・アクセスを国内消費■の４％から８％に拡大･韓国のコ
メは10年間関税化を猶予し、ミニマム・アクセスは１％か
ら４％に拡大。曰本のコメは６年目の交渉の結果特例借■
を続ける場合は、追加的で受け入れ可能な随許を与える。
期間終了後に関税化する時の関税率は、特例期別】中に最低
１５％の削狗（が毎年同率で行われた場合の税率を適用
▽０，出補助金は1986年-90年を基準に、1995年-2000年ま
,でに財政支出で36％、数■で21％減らす
▽国内補助金は1995年-2000年で20％減らす
▽食柤輸出国の輸出禁止や規制はOWi入国の食糧安全保障に
与える影響に配慮し、輸入国の要望があれば協幽に応じる
▽実施期間終了の１年以上前に継腕交渉を開始。継続交渉
では肖U減実施後の実碩、世界の農業に及ぼす効果に配慮

繊維
▽ＭＦＡ（国際臓維取り決め）を1995年から2004年の10年
間で３段階に分けてガットに統合

翼易関連

投資措匠

(ＴＲＩＭ）

▽現地生産部品の使用を域務付け（ローカルコンテント）
たり、OWi入品の購入や使用を輸出の額や■に応じて限定す
る（輸出入均衡）などの要求はガット迎反
▽ガット迎反のＴＲＩＭは、先進国は２年、開葬徐卜囲は
５年、後発開発途上国は７年以内に撤廃

反ダンピング

(不当廉売）

▽反ダンピング税は５年以内に終息するが、見直しの結果
必要なら継続をみとめろ
▽提訴に対する国内産業の支持が25％未満の時は、調査は
開始できない

補助金．
相殺措■

▽禁止されるレッド補助金、他の国の産業に損害を与える
イエロー補助金、研究開発などの補助金相殺の対象となら
ないグリーン補助金に分類

セーフガートォ
(緊急輸入

制限）

▽輸入増と損害の因果関係の立肛が必要。発動期間は当初
４年、延長可能で最長８年
▽UWi出白宅規制など、灰色措函については95年以降４年以
内に撤廃

サービス

▽消費者移動、越塊取弓|、自然人移動、企業の進出など、
貿易可能なサービス業すべてが対戴
▽他国民に、自国民より不利でない待遇（内国民待遇）を
与え、他国民に与えた利益は無条件で他の参加国に与える
（最恵国待遇）
▽サービス提供に関連する人の移動について交渉を行うこ
とが可能

知的財産檀
(ＴＲＩＰ）

▽コンピュータープログラム及び映画署(乍物については、
著作者及びその承継人などに対し、貸与掴を与える
▽著作物の保硬期間は公表から50年以上
▽商楓の保硬期間は７年以上
▽原産地を狽腿させる地理的表示の使用を禁じる法的措■
を照Ｕろ
▽ワインは又の産出地が表示された１０「種類」「タイプ」
を断っていても、地理的表示を禁じる
▽特許は発明地により埜月1｣されない
▽公序良俗迎反、微生物以外の動植物などを除き、他は全
技術分野の発明が特許対象
▽特許は出願後20年以上
▽半皿体集積回路に10年間の回路配■利用梱を設ける

紛争処理

▽ガット規定によらない一方的描臣を禁止
▽パネル股■を自動化し、手続きを速めろ
▽パネル採択方式は１国~でも賛成すれば60曰以内に採択す
ろ（ネガティブ・コンセンサス方式）



図１５ウルグアイ・ラウンド後の新ガット体制

閣僚会胴

紛争処理機関全体理事会貿易政策審査槻殿

覇氏

瀞■コフワ２富ヤゴ曙

鰹≦夛蕃

鴎雲誌

出典：「朝日新聞｣，1993.12.11.

表１６日本がガットに提出した関税引き下げ計画の主な内容

▽相互徹1発

・医薬品･建設磯械･医療機器･鉄鋼･家具
・農業楓械･ビール･蒸留酒･紙パルプ

▽日本が単独で関税撤廃

･化学槻械･エレクトロニクス･フィルム

▽その他

・皮革は］次関税平均20％、２次関税｣頁貝Ⅱ
５０％カット

･ヨド鉄は銅の関税率を３％へ。アルミの数

品目は関税率７．５％

。l淘磁器、ガラスは60％カット

出典：「日本経済新聞｣，1993.12.]6．

表１７ウルグアイ・ラウンドの成立で生じる経済利益

（筈f晧襄iﾄﾞlljO記鵜鰯旱封）
▽ＯＥＣＤ百十1877.26
日本４１９．６８(１．８）
米国２７５．５８(0.4）
欧什|共同体（ＥＣ）７１２．７１(１．７）
カナダ６６．４９０．２）
欧州自由闘易迎合（ＥＦＴＡ）383.84(6.0）
オーストラリア､ニュージーラン順１８．９６(0.6）
▽ＯＥＣＤ以ﾀﾄの計８６３．６２
▽世界合冒十２７４０．８８

出典：「日本経済新聞｣，1993.11.10.

だが、ＯＥＣＤの描く世界貿易の楽観的未来は所詮、机上計算にしかすぎない。ガット合意

は､アメリカのアンチ・ダンピングという名の管理貿易の手段を制限することはできなかった。

7８－

礒
機禰(WTO)聯！㈲o③mmAPJwU9wjOｷﾁ｢""尻Ｒｂ癖･ヶ約PG寺裾⑨”

ＭｆＷｆ＆tWoHH筋Pf6部､■PEHb■田母旧巧心由凸AA凸也凸蜘“■■肛凸A邑舩■牽珀田$ｼ魁巴▲今句の鵠ｖ

閣僚会胴

全体理事会

貿
易
開
発
委
員
会

商品貿易理事会

モノの貿易に関する諸協定

な
ど

し
■－〆

サービス賀
易理事会

・
サ
ー
ビ
ス
賃

一
般
協
定
易
に
関
す
る

知的所有
権理事会

・
知
的
所
有
権
協
定

その他協定
(－部加盟国
たけ参加）
￣￣
●．●

瀧
達空
協機
定協
定

紛争処理機関 pH易政策審査機関



すでに日米関係でもみたように、アメリカはスーパー301条の復活という脅迫的手段によって

自国利益の貫徹させようとしている。アメリカとフランスはＡＶ問題で結局は決着をつけるこ

とは出来なかった。他方、発展途上諸国にとっては、自由貿易とは競争力の低い国内産業を丸

裸にし、これを先進資本主義国の餌食に供するに等しい。

ガット合意は、自由貿易拡大という旗印の下に、弱肉強食の世界を拡大し、そこで先進資本

主義諸国がおのおの自国の帝国主義的利益をいかに実現するか、このために縞を削る新たな舞

台を提供したものといえる。

(1994.3.30.）
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